














 1） 中国専利法第 2 条 1 項 3 号
 2） 明治 21 年意匠条例第 1 条
 3） 昭和 34 年意匠法第 2 条 1 項
 4） 米国特許法第 171 条⒜，欧州共同体意匠理事会規則 3 条，日本意匠法第 2 条 1
項等
 5） 高田忠「意匠」149-150 頁　有斐閣　1977






























 8） 梅田一穂『2 沿革意匠史』9-13 頁　満田重昭・松尾和子編「意匠法」青林書院
2010
























関連法研究第 7 号」国士舘大学法学部　最先端技術関連法研究所 2008





























13） 意匠法 2 条 1 項　意匠審査基準 71.1 
14） 意匠法 2 条 2 項
15） 工業所有権審議会意匠小委員会「工業所有権審議会意匠小委員会報告書― デ
ザイン創造時代ヘ向けて―」42 頁 工業所有権審議会　1998 年，特許庁「工業所






























































　 1  　部分意匠の意匠に係る物品と公知の意匠の意匠に係る物品とが同一又
は類似であること
　 2  　部分意匠の意匠登録出願の「意匠登録を受けようとする部分」と公知
の意匠における「意匠登録を受けようとする部分」に相当する箇所との
用途及び機能が同一又は類似であること
　 3  　部分意匠の意匠登録出願の「意匠登録を受けようとする部分」と公知
の意匠における「意匠登録を受けようとする部分」に相当する箇所との
形態が同一又は類似であること





　意匠法第 3 条の 2 の規定は，部分意匠制度が導入されたことに伴う処理の
合理化を促進するために導入された。意匠法第 3 条の 2 の規定は，次の要件
充足で適用される28）。
　原則的に，意匠法第 3 条の 2 の規定の対象となる後願の部分意匠の「意匠
登録を受けようとする部分」の全体の形態が開示されていること（先願に係





























































第 8 条に規定する物品は，物品の部分を含まないことが意匠法第 2 条に規定
31） 意匠法 24 条 1 項
32） 意匠法 23 条
33） 意匠法 21 条 1 項
34） 意匠法 10 条

































　平成 18 年改正意匠法により意匠法第 2 条第 2 項が新設されるとともに，
平成 19 年 4 月，画像を含む意匠に関する審査基準38）が整備・公表された。






































































いては，意匠法第 2 条第 1 項に規定する物品の部分の形状，模様若しくは色






























































45）　 特許庁意匠課　意匠審査基準 74.4.3，同 74.4.3.1
46）　 特許庁意匠課　意匠審査基準 74.4.3.4






















48） 峰　前掲注（11） 22－23 頁 部分意匠の意匠に係る物品が，意匠法が対象とする
物品と認められなければならない。部分意匠といえども『意匠』である以上当然
である。
49） 最高裁判昭和 49 年 3 月19 日民集 28 巻 2 号 308 頁［可撓伸縮ホース事件］
50） 五味飛鳥『第 2 条定義等』30 頁 寒河江孝允・峯唯夫・金井重彦「意匠法コンメ
ンタール」レクシスネクシス・ジャパン株式会社 2012，昭和 34 年意匠法第 2 条 1
項。
51） 知財高裁判平成 19 年 1 月 31 日平成 18 年（行ケ）10317［プーリー事件］
52） 峯　前掲注（16） 114 頁
























54） 渋谷達紀 「知的財産法講義Ⅱ　第二版　著作権法・意匠法」549-551 頁　有斐閣
2007
55） 高田忠「意匠」149 頁　有斐閣 1977
56） 設楽隆一「意匠権侵害訴訟について」特管 37 巻 11 号（1987）1367 頁，同「意
匠の類否」365-366 頁　「実務相談工業所有権四法」商事法務研究会（1987）




























58） 小谷悦司「改正意匠法 24 条 2 項について」6 頁　パテント Vol. 60　No. 3　日本
弁理士会　2007。


























60） 山田知司「意匠の類否」381 頁　「新・裁判実務大系 知的財産関係訴訟法」青林





























会「知的財産法の挑戦」弘文堂 2013  
62） 青木　前掲注（61） 202 頁






















64） 峯　前傾注（16） 114 頁
65） 森本敬司『部分と部品』143-145 頁 満田重昭・松尾和子編「意匠法」青林書院
2010　
66） 茶園茂樹「利用関係による意匠権侵害について」12 頁　DESIGN PROTECT 
Vol. 27.3 No. 103 一般社団法人日本デザイン保護協会 2014
67） 青木大也「部分意匠に係る意匠権の侵害について」64 頁　パテント Vol. 68 No.　
9  日本弁理士会 2015
68） 加藤恒久「意匠法要説」57 頁　株式会社ぎょうせい 1981
22
を具えた物品であるとまではいえないとする説である69）。その限りで，意匠






















69） 加藤　前掲注（68） 70 頁
70） 平成 9 年 11 月 20 日工業所有権審議会意匠小委員会報告書「部分意匠の意匠権
の効力が及ぶ範囲は，部品の意匠権の効力がその部品を含む完成品に及ぶのと同
様に扱う」ものとする。


























72） 加藤　前掲注（68） 71 頁
73） 加藤　前掲注（68） 69 頁
74） 加藤　前掲注（68） 69 頁



























77） 牛木理一『意匠法の類似と創作力』18 頁　パテント Vol. 27，日本弁理士会　
2008



















79） 牧野利秋「意匠法の諸問題」93 頁　ジュリスト No.1326　有斐閣 2007




平成 16 年度特許庁産業財産権制度問題調査研究報告書（2005 年 3 月）纏められて
いる。EU 意匠規則成立後の欧州における意匠制度に関する調査研究報告書（2003
年）参照。物品と一体性のない画面デザイン等を意匠の保護対象としていること
































83） 加藤　前掲注（63） 62 頁
84） 加藤　前掲注（63） 65 頁



























88） 山田　前掲注（59） 381 頁，田中　前掲注（60） 10 頁，佐藤　前掲注（60） 692 頁



























に通じた使用者（the iniormed user）に対して異なる全体的印象（overall 
90） 欧州共同体意匠理事会規則（https://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/pdf/
pdf/ec6_02j.pd）（平成 29 年 11 月 7 日最終検索）




















































92） 事例 （Case T-9/07 Grupo Promer Mon Graphic v. OHIM. 2010 II-00981）




95） Gorham Company v. White，81 U.S. 511 （1871） 事 件 の「ordinary observer 
test」:“if, in the eye of an ordinary observer, giving such attention as a 
purchaser usually gives, two designs are substantially the same, if the 

























one supposing it to be the other, the first one patented is infringed by the other.” 
96） Chisum on Patent §23.05[2] 
97） 青木博通「グローバルにみた『物品』と意匠権の保護範囲― 意匠権の保護範



























99） 森脇　前傾注（94） 16 頁
100） 青木大也「意匠法とデザインの無体的利用，無体物のデザイン―著作権法との
比較において―」77 頁　ジュリスト 1511 号　有斐閣 2017 。



























































　32-33 頁「特許にすべきものは何か」日本工業所有権法学会年報第 40 号　2016
